
療養病床の再編成について 

１ 療養病床について 
 主に長期間の療養が必要な患者さんを受け入れるための病床です。 
全国で約３７万床あり、医療保険適用（約２５万床）のものと介護保険適用（約１２

万床）のものがあります。 
 島根県には平成１９年９月１日現在で２，６２４床（医療保険適用のもの１，７６４   

床、介護保険適用のもの８６０床）の療養病床があります。 
 

２ 療養病床再編成の目的  
 平成１８年６月に国において成立した医療制度改革関連法では、改革の大きな柱とし

て｢医療費の適正化｣を掲げ、その方策の一つとして｢平均在院日数の短縮｣を計画的に行

うこととしています。 
療養病床の再編成は、この方針に基づき、療養病床を患者さんの医療の必要性の観点

から再編成し、その方の状態に即した適切な医療・介護サービスを提供しようとするた

めに行われます。 
 
３ 療養病床再編成の概要（全国） 

        

 
（※１）医療区分毎に加重平均した月額単価に出来高分及び食事療養費を加えた額 
（※２）自己負担分を含む総費用額(食費・居住費を除く)（要介護５、多床室の場合） 

介護療養病床 
(約１２万床) (平成１８年度) 
         
１人当たり費用：約４１万円 

(※２) 
医師３人・看護職員１７人 
介護職員１７人 

(利用者１００人当たり) 

医療療養病床 
(約２５万床) (平成１８年度) 
 
１人当たり費用：約４９万円 
          (※１) 
医師３人・看護職員２０人 
介護職員２０人 
(利用者１００人当たり) 

医療療養病床 
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老人保健施設 
１人当たり費用：約31万円(※２) 
医師１人・看護職員９人・介護職員 
２５人（利用者１００人当たり） 

医療の必要性が
高い方には、引
き続き必要な医
療が提供される
体制を確保しま
す。 

療養病床からの
転換を進めるこ
とで、利用者の
方が引き続き施
設で入所を継続
できるようにし
ます。 

医療の必要性は
低いが何らかの
医療処置を要す
る方に対応でき
るようにしま
す。 

転換支
援措置

・24時間看護体制 
・看取りの体制等 

在宅療養・在宅介護の支援拠点 

特別養護老人ホーム約29万円(※２) 

ケアハウス等 

療養病床再編成のイメージ 



■医療の必要性の高い患者さんを対象とする医療保険適用の療養病床は存続し、引き続

き必要な医療サービスを提供します。 
■介護保険適用の療養病床は平成２３年度末に廃止になります。 
■医療の必要性の低い患者さんに対しては、その状態にふさわしい介護サービス等が提

供されるよう、介護施設等への転換を進めます。 
■療養病床の再編成は、地域の実情を十分に踏まえる必要があり、利用者の実態や医療

機関の意向、市町村等関係者の意見を反映します。 
 
（療養病床再編成の効果） 
療養病床の再編成には次のような効果も期待されています。 
○医師・看護婦などの人材の効率的な活用 

  （療養病床から急性期病院への人材の再配置） 
○限られた医療保険・介護保険財源を効率的に活用することによる給付費全体の削減 

 
４ 地域ケア体制整備構想の策定 
 介護の必要性の高い後期高齢者の増加や世帯構造の変化など高齢者を取り巻く状況

を踏まえ、療養病床の転換の受け皿となる介護施設等のサービスや在宅医療の推進など

高齢者に必要なサービス基盤の確保に向けた方向性を提示するため、地域ケア体制整備

構想を策定します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

地域ケア体制の整備 

高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らし続けるための基盤づくり 

地域での見守り等 
・緊急対応 ・安否確認 
・食事援助 
・高齢者向け住まい等 

介護サービス  

ひとり暮らし 
高齢者等 

施設サービス 在宅サービス

在宅医療 
・往診（在宅療養支援診療所など） 
・訪問看護 
・訪問リハ 等 

地域ケア体制の全体像(イメージ) 


